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職業紹介事業の流れ

求職者 職業紹介事業者 求人者

求職申込み
求人申込み
(労働条件の明示)(p.4)

取扱職種の範囲等の明示(p.5)
①取扱職種の範囲等
②手数料に関する事項（手数料表を含む）
③苦情の処理に関する事項
④求人者の情報及び求職者の個人情報
の取扱いに関する事項

⑤返戻金制度に関する事項

取扱職種の範囲等の明示(p.5)
①取扱職種の範囲等
②手数料に関する事項（手数料表を含む）
③苦情の処理に関する事項
④求人者の情報及び求職者の個人情報
の取扱いに関する事項
⑤返戻金制度に関する事項

求人受理 →求人管理簿作成(p.6,7)
求職受理 →求職管理簿作成(p.8)

労働条件の明示

求人のあっせん(職業紹介) 求職のあっせん(職業紹介)

明示した労働条件等を変更する場合、変更内容等を書面の交付等により明示

手数料管理簿作成(p.9)
手数料の支払い

雇用契約の締結

使用者は、労働条件通知書により労働条件を通知することが必要

2年以内の転職勧奨禁止
紹介により無期雇用労働者として就職した者の就職日か
ら２年間は転職の勧奨を行ってはならない。

情報提供等のための調査
・無期雇用就職者の６か月以内の離職（解雇
除く）状況を調査

・調査結果等を求人・求職管理簿に記載

・事業所に掲示・インターネット上の掲載でも可
(職業安定法施行規則24条の5第4項）

①業務運営規程(p.16)
②手数料表(p.10～p.15)
③返戻金制度に関する事項を記載した書面

・関係者から請求があった場合提示→許可証
・職業紹介責任者の責務
苦情処理、紹介従事者への教育等
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（１） 各事業者に対して、求人等に関する①～⑤の情報すべての的確な表示が義
務付けられます。【職業安定法第 5 条の４】 

① 求人情報 ②求職者情報 ③求人企業に関する情報 ④自社に関する情報 
⑤ 事業の実績に関する情報 
●虚偽の表示・誤解を生じさせる表示はしてはなりません。 
●求人情報、求職者情報を正確・最新の内容に保つ措置を講じなければなりません。 

   
  ◆虚偽の表示の禁止（以下のような場合は、虚偽の表示に該当する場合があります） 
 

 ・実際に募集を行う企業と別の企業の名前で求人を掲載する。 
    ・「正社員」と謳いながら、実際には「アルバイト・パート」の求人であった。 

       ・実際の賃金よりも高額な賃金の求人として掲載する。 
        ・所謂おとり求人として、実際には紹介できない求人を掲載する。 

   
 
  ◆誤解を生じさせる表示をしないための注意点 
    ・虚偽の表示でなくても、一般的・客観的に誤解を生じさせるような表示は、「誤解を生じ 

させる表示」に該当します。 
また、求人情報の提供の段階でも、労働条件として明示すべき項目をできる限り含めた 
形で提供することが望ましいものです。 
 

業務内容 一般事務  

契約期間 期間の定めなし 

試用期間 試用期間あり（3 ヶ月） 

・・・  

賃金 月給 20 万円（ただし試用期間中は月給 19 万円） 

  

募集者の氏名又は名称 ○○株式会社 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2022～ 2024 年職業安定法施行関連 

× 

1.求人等に関する情報の的確な表示が義務付けられます。（2022 年 10 月 1 日施行） 

・・・① 

・・・② 

① 業務内容 

職種や業務内容について、実際の業務内容と著しく乖離する名称を用いてはなりません。 

×営業中心の業務を「事務職」と表示する 

×契約社員の募集を「試用期間中は契約社員」など、正社員の募集であるかのように表示する 

×フリーランス(委託)の募集と雇用契約の募集を混同する。 

② 賃金（固定残業代）を採用する場合に、基礎となる労働時間数等を明示せず、基本給に含めて表示し

てはなりません。 

×〔月給〕３２万円       ○〔基本給〕25 万円  〔固定残業代〕７万円 

                     ※時間外労働の有無に関わらず、15 時間分支給。15 時間を超える 

                       時間外労働分についての割増賃金は追加で支給します。 

③ 募集者の氏名または名称 

優れた実績を持つグループ会社の情報を大きく記載する等、求人企業とグループ企業が混同されるよ

うな表示をしてはなりません。 

×A 社のグループ会社 B 社の求人を「A 社は高度な IT エンジニアのスキルを持った方を必要として 

います」と表示 

・・・③ 
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（１） 求職者に対し明示しなければならない労働条件に、以下の事項が追加されました。 
【職業安定法施行規則第４条の２第３項】 
求人企業からこれらの情報が適切に伝えられているかご確認ください。 

① 従事すべき業務の変更の範囲※ 
② 就業場所の変更の範囲※ 
③ 有期労働契約を更新する場合の基準（通算契約期間または更新回数の上限を含む） 

  ※「変更の範囲」とは、雇入れ直後にとどまらず、将来の配置転換など今後の見込みも含めた、締結 

する労働契約の期間中における変更の範囲のことです。 

 

最低限明示しなければならない労働条件 

記載が必要な項目 記載例 

業務内容 （雇入れ直後） 一般事務  （変更の範囲） ●●事務 

契約期間  期間の定めあり（2024 年 4 月 1 日～2025 年 3 月 31 日） 

 契約の更新 有（●●により判断する） 

 更新上限  有（通算契約期間の上限 ●年／更新回数の上限 ●回 

試用期間  試用期間あり（３か月） 

就業場所 （雇入れ直後） 東京本社  （変更の範囲）●●支社 

就業時間 ・・・・・ 

 

 

 

 

(1)  手数料などの情報提供の方法【職業安定法施行規則第２４条の５】 

・有料職業紹介事業者が事業所内に掲示しなければならない下記の事項につき、当該掲

示に代えて、自社ホームページなどでも情報提供ができるようになります。 

・自社ホームページ上で情報提供するにあたっては、自社の職業紹介サービスを利用する

求人企業側が当該サービス利用時に必ず参照するページなど、閲覧に便利な場所に掲

載いただくことが望ましいです。 

① 手数料表 

② 返戻金制度に関する事項を記載した書面 

③ 業務の運営に関する規程 

※人材サービス総合サイト上での手数料表、返戻金制度の情報提供は引き続き必要

です。 

 

 

 

 

 

(1) 各年度（各年の４月１日～翌年３月３１日）に就職した者の数 

(2) (1)のうち、期間の定めのない労働契約を締結した者（無期雇用就職者）の数 

(3) (2)のうち、就職から６か月以内に解雇以外の理由で離職した者の数 

(4) (2)のうち、就職から６か月以内に解雇以外の理由で離職したかどうか明らかでない者の数 

(5) 手数料に関する事項（手数料表の内容） 

(6) 返戻金制度の導入の有無及び導入している場合はその内容 

２.求職者への労働条件明示のルールなどが変わります。（2024 年 4月 1 日施行） 

・・・① 

・・・③ 

・・・② 

３.手数料などの情報提供の方法が変わります（2024 年 4 月 1 日施行） 

４.人材サービス総合サイトに職業紹介の実績等を情報提供する義務の期間が、２年から５年に

延長されました。（2023 年 10 月 23 日施行）【職業安定法施行規則第 24 条の 8第 3項・】 

２年→ 

５年へ 
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１　あ り ( 屋内の受動喫煙対策　禁煙・喫煙室あり )　　　２　な し (喫煙可)　　　３　その他

※赤字は令和6年4月1日施行　職業安定法改正事項

(雇入れ直後）　　一般事務 （変更の範囲）　〇〇事務

業務内容 ＊仕事内容の詳細 ＊仕事内容の詳細

契約(雇用)期間

雇用形態

屋内の受動喫煙対策に関する特記事項：

休　　　日

賃　　　金

定額的に支払われる手当
　　　　　　　　　　　　　　　　円

昇給に関する事項

□無期雇用
□有期雇用

＊有期の場合の労働契約期間(　　年　　月　　日～　年　　月　　日)
　　　　　　　　　契約の更新　：　有（●●により判断する）　・　無
　　　　　　 　　　 更新上限　：　 有　・　無
　　　　　　 　　　（通算契約期間の上限　●年/更新回数の上限　●回）

（変更の範囲）
（事業所名）●●支社
（所在地）●●県▲▲市■町３－４

（雇入れ直後）
（事業所名）東京本社
（所在地）東京都○○区××１－２

その他（　　　　　　　　　　　）

□健康保険   □厚生年金保険   □労災保険   □雇用保険　
□ 退職金制度
(勤続○年以上)

時間外労働
　　□　有　　(月平均　　　時間)　　　　　□　無
＊　裁量労働制を採用している場合は、以下のような記載が必要となります。
　　例：企画業務型裁量労働制により、●時間働いたものとみなします。

＊　固定残業代制により残業手当を支払う場合は、以下のような記載が必
  要となります。①基本給×××円(②の手当を除く)、②□□□手当(時間
　外労働の有無に関わらず○○時間分の時間外手当として△△△円を支
　給)、③○○時間を超える時間外労働分についての割増賃金は、追加で
　支給します。

通勤手当　　　　　　　　　　　円

基本給
　　　　　　　　　　　　　　　　円

特記事項

週休２日制 ( 完全 ・ 一部 ・ 無 )

　　　　　時　　　分  　　～　　　　　時　　　分 (　　　分)

　　 □　有　(期間　　か月)　　　　　　□　無

休憩時間

就業場所

加入保険等

□月給  □日給  □時間給

     屋内の受動
     喫煙対策

求 人 票 ( 労 働 条 件 等 の 通 知 )
職業安定法第５条の３により、この書面により「労働条件等」を明示します。

求人者(事業所)
の氏名又は名称

土　　日
毎週・（　　　　　　　　）

　□　正社員 　□ 　契約社員　 □　パート労働者　 □　派遣労働者

受付年月日　令和　　年　　月　　日

就業時間

試用期間

　　始業 (　　　時　　　分  )　　～　　終業 (　　　時　　　分  )
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求人・求職者のみなさまへ 

事業所名          

取扱職種の範囲等 ※許可証より転記してください。 

 ・当事務所の取扱職種の範囲等は、国内・全職種です。 

手数料に関する事項 

  ※求人者・求職者双方に対して、１（(1)～(3)）、２（(1)又は(2)）両方の明示が必要です。 
選択して記載してください。 

１ 求人者から徴収する手数料 
  （１）厚生労働省令で定める手数料（上限制手数料） 
    ・別紙の手数料表により申し受けます。 

 ※手数料表を添付せず、具体的に記載しても構いません。 
  （２）届出制手数料 
    ・別紙の手数料表により申し受けます。 

 ※手数料表を添付せず、具体的に記載しても構いません。 
  （３）労災保険特別加入保険料に充てるべき手数料 
    ・労災保険料に充てる額として、当該者の賃金の 1000 分の 5.5（令和 5 年 4 月現在）以下の手数料を 

申し受けます。 
２ 求職者から徴収する手数料 

（１） 手数料は一切申し受けません。 ※手数料を徴収しない場合 
（２） 手数料を徴収する場合 

・別紙の手数料表に申し受けます。  
※手数料表を添付せず、具体的に記載しても構いません。 

苦情の処理に関する事項 

 ・苦情処理の担当者は、職業紹介責任者の〇〇です。 
 ・苦情の申出があった場合は、迅速、適切に対応いたします。 

求人者の情報及び求職者の個人情報の取扱いに関する事項 

 ・求人者の情報及び求職者の個人情報の取扱者は、職業紹介責任者の〇〇です。 
 ・収集した個人情報は、職業紹介で応募を希望する求人先に応募情報を提供する際に使用します。 
 ・求人者又は求職者から知り得た個人的な情報については、個人情報適正管理規定に基づき、適正に取り扱い

ます。 

返戻金に関する事項 ※１、２から選択してください。 

 １ 返戻金制度を設けている場合 
    ※設定している返戻金制度について具体的に記載。なお、「個々の契約により異なる」は不可。 
  ・紹介した人材が、自己の都合により 1 か月未満で退職した場合は、紹介手数料の〇％相当額、3 か月未満  

 で退職した場合は〇％相当額、６か月未満で退職した場合は〇％相当額を返金します。 
 ２ ※返戻金制度を設けていない場合       ・当紹介所は、返戻金制度を設けていません。   

様式例 職業安定法第 32 条の 13 

施行規則第 24 条の 5 

令和４年 10 月 1 日改正 
個人情報の取扱いに関するルールが新しくなります。 
求職者の個人情報を収集する際には、求職者が一般
的かつ合理的に想定できる程度に具体的に、個人情報
を収集・使用・保管する業務の目的をウェブサイトに掲載
するなど（書面の交付・掲示）して、明らかにしなくては
なりません。 
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内
の

離
職

の
状

況
(a

)(
b)

の
い

ず
れ

か
を

記
載

6
-
1

R
6
.
1
.
1
0

R
6
.
3
.
3
1

1
人

営
業

無
期

有
期

の
別

無
期

雇
用

就
職

の
場

合
⑧

 就
業

場
所

R
6
.
3
.
3
0

充
足
に

よ
り
求

人
取
消

R
8
.
3
.
3
1

△
△
△
△

R
6
.
2
.
2
8

R
6
.
4
.
1

□
無

期

□
有

期

☑
無

期

□
有

期

記
載

例

求
人

管
理

簿
の

記
載

要
領

①
「
求

人
者

の
氏

名
又

は
名

称
」
欄

は
、

求
人

者
が

個
人

の
場

合
は

氏
名

を
、

法
人

の
場

合
は

名
称

を
記

載
す

る
こ

と
。

こ
の

場
合

、
求

人
者

が
複

数
の

事
業

所
を

有
す

る
と

き
は

、
求

人
の

申
込

及
び

採
用

選
考

の
主

体

と
な

っ
て

い
る

事
業

所
の

名
称

を
記

載
す

る
こ

と
。

②
「
所

在
地

」
欄

は
、

求
人

者
の

所
在

地
を

記
載

す
る

こ
と

。

③
「
連

絡
担

当
者

、
連

絡
先

電
話

番
号

」
欄

は
、

求
人

者
に

お
い

て
、

求
人

及
び

採
用

選
考

に
関

し
必

要
な

連
絡

を
行

う
際

の
担

当
者

の
氏

名
及

び
連

絡
先

電
話

番
号

等
を

記
載

す
る

こ
と

。
④

「
受

付
年

月
日

」
欄

は
、

求
人

を
受

け
付

け
た

年
月

日
を

記
載

す
る

こ
と

。
な

お
、

同
一

の
求

人
者

か
ら

、
複

数
の

求
人

を
同

一
の

日
に

受
け

付
け

る
場

合
で

、
受

付
が

同
時

で
は

な
い

場
合

は
、

そ
の

旨
を

記
載

す
る

こ
と

。
⑤

「
有

効
期

間
」
欄

は
、

求
人

の
取

扱
に

当
た

っ
て

、
有

効
期

間
が

あ
る

場
合

は
、

当
該

有
効

期
間

を
記

載
す

る
と

と
も

に
、

有
効

期
間

が
終

了
し

た
都

度
、

そ
の

旨
記

載
す

る
こ

と
。

⑥
「
求

人
数

」
欄

は
、

当
該

求
人

と
し

て
、

募
集

す
る

労
働

者
の

人
数

を
記

載
す

る
こ

と
。

⑦
「
職

種
」
欄

は
、

当
該

求
人

に
よ

り
雇

い
入

れ
よ

う
と

す
る

労
働

者
が

従
事

す
る

業
務

の
職

種
を

記
載

す
る

こ
と

。
⑧

「
就

業
場

所
」
欄

は
、

当
該

求
人

に
よ

り
雇

い
入

れ
よ

う
と

す
る

労
働

者
が

業
務

に
従

事
す

る
場

所
を

記
載

す
る

こ
と

。

⑨
「
雇

用
期

間
」
欄

は
、

当
該

求
人

に
よ

り
雇

い
入

れ
よ

う
と

す
る

労
働

者
の

雇
用

期
間

を
記

載
す

る
こ

と
。

⑩
「
賃

金
」
欄

は
、

当
該

求
人

に
よ

り
雇

い
入

れ
よ

う
と

す
る

労
働

者
の

賃
金

を
記

載
す

る
こ

と
。

求
人

管
理

簿
上

に
記

載
さ

れ
た

賃
金

が
、

求
人

に
よ

っ
て

支
払

単
位

が
異

な
る

と
き

に
は

、
時

給
、

日
給

、
月

給
等

が
判

別
で

き
る

よ
う

に
記

載
す

る
こ

と
。

な
お

、
雇

用
す

る
労

働
者

の
能

力
等

に
よ

っ
て

、
賃

金
額

が
異

な
る

場
合

に
つ

い
て

は
、

下
限

額
及

び
上

限
額

を
記

載
す

る
こ

と
で

も
差

し
支

え
な

い
。

賃
金

額
が

都
道

府
県

ご
と

に
設

定
さ

れ
て

い
る

最
低

賃
金

額
を

満
た

し
て

い
る

か
留

意
す

る
こ

と
。

⑪
「
職

業
紹

介
の

取
扱

状
況

」
欄

は
、

当
該

求
人

に
求

職
者

を
あ

っ
せ

ん
し

た
場

合
は

、
職

業
紹

介
を

行
っ

た
時

期
、

求
職

者
の

氏
名

、
採

用
・
不

採
用

の
て

ん
ま

つ
等

を
記

載
す

る
こ

と
と

し
、

採
用

さ
れ

た
場

合
は

、
採

用

年
月

日
及

び
無

期
雇

用
就

職
で

あ
っ

た
場

合
は

、
そ

の
旨

も
記

載
す

る
こ

と
。

さ
ら

に
、

無
期

雇
用

就
職

者
に

つ
い

て
は

、
転

職
勧

奨
が

禁
止

さ
れ

る
期

間
（
採

用
年

月
日

か
ら

採
用

年
月

日
の

2年
後

の
応

答
日

の
前

日

ま
で

の
期

間
）
及

び
離

職
状

況
（
離

職
状

況
の

記
載

は
以

下
の

(a
）
又

は
(b

)い
ず

れ
か

に
よ

る
）
に

つ
い

て
記

載
す

る
こ

と
。

(a
)6

か
月

以
内

に
離

職
（
解

雇
を

除
く
）
し

た
か

否
か

、
確

認
調

査
を

行
っ

た
日

、
調

査
方

法
、

確

認
調

査
に

よ
り

離
職

状
況

が
判

明
し

な
か

っ
た

場
合

は
そ

の
旨

。

職
業
安
定
法
第

32
条
の

15
施
行
規
則
第

24
条
の

7、
職
業
紹
介
事
業
の
業
務
運
営
要
領
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求
人

管
理

簿
（
短

期
日

雇
型

用
様

式
及

び
記

載
例

）

求
　

人
　

管
　

理
　

簿

R
6
.
1
.
2
0
山
口
　
太
郎

採
用

R
6
.
1
.
2
5

6
-
1

採
否

結
果

⑪
職

業
紹

介
の

取
扱

状
況

備
考

[帳
簿

書
類

の
保

存
期

間
：
有

効
期

間
終

了
後

２
年

間
]

①
求

人
事

業
所

名
称

  
：
　

（
株

）
ス

ー
パ

ー
岡

山
　

岡
山

店

　
代

　
表

　
者

　
氏

　
名

 ：
　

労
働

局
　

太
郎

②
所

　
在

　
地

  
　

　
　

　
：
  
岡

山
市

北
区

下
石

井
X
X
X

③
連

　
絡

　
担

　
当

　
者

：
  
岡

山
　

太
郎

　
　

電
話

番
号

：
0
8
6
-
X
X
X
-
X
X
X
X

R
6
.
1
.
2
5
～

R
6
.
1
.
2
8

時
給
・
日
給
・
月
給

（
1
,
0
0
0
円
～

　
　
　
　
1
,
1
0
0

円
）

紹
介

年
月

日
求

職
者

氏
名

採
用

年
月

日

R
6
.
1
.
1
0

R
6
.
2
.
1
0

1
人

マ
ネ
キ
ン

岡
山
市
北
区
Ｘ
Ｘ
Ｘ
Ｘ

⑨
 雇

用
  
  
期

間
⑩

 賃
金

求
人

受
理

番
号

④
 求

人
の

受
付

  
  
年

月
日

⑤
 求

人
の

有
効

  
  
期

間
⑥

 求
人

数
⑦

 求
人

 職
種

⑧
 就

業
場

所

求
人

管
理

簿
の

記
載

要
領

①
「求

人
者

の
氏

名
又

は
名

称
」欄

は
、

求
人

者
が

個
人

の
場

合
は

氏
名

を
、

法
人

の
場

合
は

名
称

を
記

載
す

る
こ

と
。

こ
の

場
合

、
求

人
者

が
複

数
の

事
業

所
を

有
す

る
と

き
は

、
求

人
の

申
込

及
び

採
用

選
考

の
主

体
と

な
っ

て
い

る
事

業
所

の
名

称
を

記
載

す
る

こ
と

。

②
「所

在
地

」
欄

は
、

求
人

者
の

所
在

地
を

記
載

す
る

こ
と

。

③
「連

絡
担

当
者

、
連

絡
先

電
話

番
号

」
欄

は
、

求
人

者
に

お
い

て
、

求
人

及
び

採
用

選
考

に
関

し
必

要
な

連
絡

を
行

う
際

の
担

当
者

の
氏

名
及

び
連

絡
先

電
話

番
号

等
を

記
載

す
る

こ
と

。

④
「受

付
年

月
日

」欄
は

、
求

人
を

受
け

付
け

た
年

月
日

を
記

載
す

る
こ

と
。

な
お

、
同

一
の

求
人

者
か

ら
、

複
数

の
求

人
を

同
一

の
日

に
受

け
付

け
る

場
合

で
、

受
付

が
同

時
で

は
な

い
場

合

は
、

そ
の

旨
を

記
載

す
る

こ
と

。

⑤
「有

効
期

間
」
欄

は
、

求
人

の
取

扱
に

当
た

っ
て

、
有

効
期

間
が

あ
る

場
合

は
、

当
該

有
効

期
間

を
記

載
す

る
と

と
も

に
、

有
効

期
間

が
終

了
し

た
都

度
、

そ
の

旨
記

載
す

る
こ

と
。

⑥
「求

人
数

」
欄

は
、

当
該

求
人

と
し

て
、

募
集

す
る

労
働

者
の

人
数

を
記

載
す

る
こ

と
。

⑦
「職

種
」欄

は
、

当
該

求
人

に
よ

り
雇

い
入

れ
よ

う
と

す
る

労
働

者
が

従
事

す
る

業
務

の
職

種
を

記
載

す
る

こ
と

。

⑧
「就

業
場

所
」
欄

は
、

当
該

求
人

に
よ

り
雇

い
入

れ
よ

う
と

す
る

労
働

者
が

業
務

に
従

事
す

る
場

所
を

記
載

す
る

こ
と

。

⑨
「雇

用
期

間
」
欄

は
、

当
該

求
人

に
よ

り
雇

い
入

れ
よ

う
と

す
る

労
働

者
の

雇
用

期
間

を
記

載
す

る
こ

と
。

⑩
「賃

金
」欄

は
、

当
該

求
人

に
よ

り
雇

い
入

れ
よ

う
と

す
る

労
働

者
の

賃
金

を
記

載
す

る
こ

と
。

求
人

管
理

簿
上

に
記

載
さ

れ
た

賃
金

が
、

求
人

に
よ

っ
て

支
払

単
位

が
異

な
る

と
き

に
は

、
時

給
、

日
給

、
月

給
等

が
判

別
で

き
る

よ
う

に
記

載
す

る
こ

と
。

な
お

、
雇

用
す

る
労

働
者

の
能

力
等

に
よ

っ
て

、
賃

金
額

が
異

な
る

場
合

に
つ

い
て

は
、

下
限

額
及

び
上

限
額

を
記

載
す

る
こ

と

で
も

差
し

支
え

な
い

。
賃

金
額

が
都

道
府

県
ご

と
に

設
定

さ
れ

て
い

る
最

低
賃

金
額

を
満

た
し

て
い

る
か

留
意

す
る

こ
と

。

⑪
「職

業
紹

介
の

取
扱

状
況

」
欄

は
、

当
該

求
人

に
求

職
者

を
あ

っ
せ

ん
し

た
場

合
は

、
職

業
紹

介
を

行
っ

た
時

期
、

求
職

者
の

氏
名

、
採

用
・不

採
用

の
て

ん
ま

つ
等

を
記

載
す

る
こ

と
と

し
、

採
用

さ
れ

た
場

合
は

、
採

用
年

月
日

も
記

載
す

る
こ

と
。

職
業
安
定
法
第

32
条
の

15
施
行
規
則
第

24
条
の

7、
職
業
紹
介
事
業
の
業
務
運
営
要
領
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求
職

管
理

簿

 ☑
採

用

 □
不

採
用

R
6
.2

.1
5

R
6
.3

.1
0

５
－

３
１

６
－

１

株
式

会
社

△
△

株
式

会
社

〇
〇

☑
無

期
雇

用

 □
有

期
雇

用

無
期

・
有

期
の

別
無

期
雇

用
就

職
の

場
合

転
職

勧
奨

禁
止

期
間

(採
用

後
２

年
間

)
６

か
月

以
内

の
離

職
の

状
況

(a
)(
b)

の
い

ず
れ

か
を

記
載

R
6
.
3
.
3
0

就
職
の

た
め
求

職
取
消

令
和

 　
年

 　
月

 　
日

(採
用

２
年

後
の

応
当

日
の

前
日

ま
で

)

令
和

 8
年

 3
月

 3
1
日

(
採

用
２

年
後

の
応

当
日

の
前

日
ま

で
)

a
 調

査
に

よ
り

確
認

・
６

か
月

以
内

に
離

職
し

た
か

 □
離

職
　

□
離

職
せ

ず

　
□

不
明

・
調

査
日

（
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
）

・
 調

査
方

法

 □
文

書
　

 □
電

話
　

 □
そ

の
他

(

) b
 返

金
制

度
に

基
づ

く
返

金
で

確

認 ・
６

か
月

以
内

の
離

職
に

よ
る

返

金  □
返

戻
金

有

 □
返

戻
金

無

a
 調

査
に

よ
り

確
認

・
６

か
月

以
内

に
離

職
し

た
か

 □
離

職
　

□
離

職
せ

ず

　
□

不
明

・
調

査
日

（
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
）

・
 調

査
方

法

 □
文

書
　

 □
電

話
　

 □
そ

の
他

(

) b
 返

金
制

度
に

基
づ

く
返

金
で

確

認 ・
６

か
月

以
内

の
離

職
に

よ
る

返

金  □
返

戻
金

有

 □
返

戻
金

無

[帳
簿

書
類

の
保

存
期

間
：
有

効
期

間
終

了
後

２
年

間
]

備
考

□
無

期
雇

用

 □
有

期
雇

用

 □
採

用

 ☑
不

採
用

採
用

年
月

日

令
和

 　
年

月
 　

日

令
和

 ６
年

４
月

１
日

⑦
 職

 業
 紹

 介
 の

 取
 扱

 状
 況

紹
介

年
月

日
求

人
受

理
番

号
求

人
者

の
氏

名
又

は
名

称
採

否
結

果

採
　

用
　

の
　

場
　

合

△
△

　
△

△

岡
山

市
北

区
Ｘ

Ｘ
Ｘ

Ｘ
令

和
Ｘ

年
Ｘ

月
Ｘ

日

営
業

R
6
.1

.1
5

R
6
.3

.3
1

①
 求

職
者

の
氏

名
②

 求
職

者
の

住
所

③
 求

職
者

の
生

年
月

日

④
 求

職
者

の
希

望
職

種
⑤

 求
職

受
付

年
月

日
⑥

 求
職

有
効

期
間

記
載
例

求
職

管
理

簿
の

記
載

要
領

①
「
求

職
者

の
氏

名
」
欄

は
、

求
職

者
の

氏
名

を
記

載
す

る
こ

と
。

②
「
住

所
」欄

は
、

求
職

者
の

住
所

を
記

載
す

る
こ

と
。

③
「
生

年
月

日
」
欄

は
、

求
職

者
の

生
年

月
日

を
記

載
す

る
こ

と
。

年
齢

に
よ

っ
て

は
、

労
働

基
準

法
上

、
就

業
に

関
す

る
制

限
が

あ
る

の
で

留
意

す
る

こ
と

。

④
「
希

望
職

種
」
欄

は
、

求
職

者
の

希
望

す
る

職
種

を
記

載
す

る
こ

と
。

求
職

者
の

希
望

職
種

に
よ

っ
て

は
、

受
付

手
数

料
を

徴
収

す
る

こ
と

も
可

能
で

あ
る

こ
と

。

⑤
「
受

付
年

月
日

」
欄

は
、

求
職

を
受

け
付

け
た

年
月

日
を

記
載

す
る

こ
と

。

⑥
「
有

効
期

間
」
欄

は
、

求
職

の
取

扱
に

当
た

っ
て

、
有

効
期

間
が

あ
る

場
合

は
、

当
該

有
効

期
間

を
記

載
す

る
と

と
も

に
、

有
効

期
間

が
終

了
し

た
都

度
、

そ
の

旨
記

載
す

る
こ

と
。

な
お

、
有

効
期

間
に

つ
い

て
は

、
事

前
に

求
職

者
に

説
明

し
て

お
く
こ

と
。

⑦
「
職

業
紹

介
の

取
扱

状
況

」欄
は

、
当

該
求

職
者

に
求

人
を

あ
っ

せ
ん

し
た

場
合

は
、

職
業

紹
介

を
行

っ
た

時
期

、
求

人
者

の
氏

名
又

は
名

称
（当

該
求

人
者

か
ら

の
求

人
が

複
数

あ
る

場
合

は
、

求

人
が

特
定

で
き

る
よ

う
に

し
て

お
く
こ

と
。

）、
採

用
・
不

採
用

の
て

ん
ま

つ
等

を
記

載
す

る
こ

と
と

し
、

採
用

さ
れ

た
場

合
は

採
用

年
月

日
及

び
無

期
雇

用
就

職
で

あ
っ

た
場

合
は

、
そ

の
旨

記
載

す
る

こ
と

。

さ
ら

に
、

無
期

雇
用

就
職

者
に

つ
い

て
は

、
転

職
勧

奨
機

関
が

禁
止

さ
れ

る
期

間
（採

用
年

月
日

か
ら

採
用

年
月

日
の

2
年

後
の

応
答

日
の

前
日

ま
で

の
期

間
）
及

び
離

職
状

況
（離

職
状

況
の

記
載

は

以
下

の
(a

)又
は

(b
)い

ず
れ

か
に

よ
る

）
に

つ
い

て
記

載
す

る
こ

と
。

(a
)6

か
月

以
内

に
離

職
（
解

雇
除

く
）
し

た
か

否
か

、
確

認
調

査
を

行
っ

た
日

、
調

査
方

法
、

確
認

調
査

に
よ

り
離

職
状

況
が

判
明

し
な

か
っ

た
場

合
は

そ
の

旨

(b
)6

か
月

以
内

に
離

職
に

よ
り

返
戻

金
制

度
に

基
づ

い
て

返
金

が
行

わ
れ

た
か

否
か

※
求

職
管

理
簿

は
、

個
人

情
報

が
記

載
さ

れ
て

い
る

の
で

、
取

扱
い

に
は

十
分

注
意

す
る

こ
と

。

職
業
安
定
法
第

32
条
の

15
施
行
規
則
第

24
条
の

7、
職
業
紹
介
事
業
の
業
務
運
営
要
領
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手
数

料
管

理
簿

振
込

⑤
　

手
数

料
の

算
出

根
拠

賃
金

、
手

数
料

割
合

等

求
人
受
付
事
務
費
1
,0
0
0
円

成
功
報
酬
（
岡
山
太
郎
分
）

賃
金
総
額
2
3
0
万
円
×
2
0
%
=
4
6
万
円

振
込

求
人

受
付

・
求

職
受

付
求

人
受

付
事

務
費

用
紹

介
手

数
料

求
人
受
付
手
数
料
7
1
0
円

紹
介
手
数
料
（
岡
山
花
子
分
）

賃
金
総
額
1
5
0
万
円
×
1
1
%
=
1
6
万
５
千
円

株
式
会
社
△
△
△
△

R
6
.3
.2
0

求
人

受
付

・
求

職
受

付
求

人
受

付
事

務
費

用
紹

介
手

数
料

1
6
5
,7
1
0

求
人

受
付

・
求

職
受

付
求

人
受

付
事

務
費

用
紹

介
手

数
料

 ［
帳

簿
書

類
の

保
存

期
間

(保
存

年
限

)は
、

手
数

料
の

徴
収

完
了

後
２

年
間

と
す

る
こ

と
。

］

求
人

受
付

・
求

職
受

付
求

人
受

付
事

務
費

用
紹

介
手

数
料

①
 手

数
料

を
支

払
う

者
の

氏
名

又
は

名
称

②
 手

数
料

徴
収

(受
領

)年
月

日
③

 手
数

料
の

種
類

④
　

手
数

料
の

額

手
数

料
額

（
※

)
第

二
種

特
別

加
入

保
険

料
に

係
る

手
数

料

⑥
　

そ
の

他

株
式
会
社
〇
〇
〇
〇

R
6
.3
.1
5

求
人

受
付

・
求

職
受

付
求

人
受

付
事

務
費

用
紹

介
手

数
料

4
6
1
,0
0
0

記
載

例

届
出

制
手

数
料

を
徴

収
す

る
事

業
所

の
場

合

求
人

受
付

手
数

料
＋

上
限

制
手

数
料

を
徴

収
す

る
事

業
所

の
場

合

手
数

料
管

理
簿

の
記

載
要

領

①
「
手

数
料

を
支

払
う

者
の

氏
名

又
は

名
称

」
欄

は
、

求
人

者
、

関
係

雇
用

主
又

は
求

職
者

の
う

ち
の

手
数

料
の

支
払

い
を

行
う

者
に

つ
い

て
、

個
人

の
場

合
は

氏
名

を
、

法

人
の

場
合

は
名

称
を

記
載

す
る

こ
と

。
な

お
、

求
人

者
ま

た
は

関
係

雇
用

主
が

複
数

の
事

業
所

を
有

す
る

と
き

は
、

求
人

申
込

等
の

主
体

と
な

っ
て

い
る

事
業

所
の

名
称

を
記

載
す

る
こ

と
。

②
「
徴

収
年

月
日

」欄
は

、
手

数
料

の
支

払
い

が
行

わ
れ

た
年

月
日

を
記

載
す

る
こ

と
。

③
「
手

数
料

の
種

類
」
欄

は
、

求
人

受
付

手
数

料
、

求
職

受
付

手
数

料
、

求
職

者
手

数
料

、
紹

介
手

数
料

等
の

種
類

を
記

載
す

る
こ

と
。

④
「
手

数
料

の
額

」欄
は

、
徴

収
し

た
手

数
料

の
額

を
記

載
す

る
こ

と
。

第
二

種
特

別
加

入
保

険
料

を
徴

収
し

て
い

る
場

合
は

そ
の

額
が

わ
か

る
よ

う
に

記
載

す
る

こ
と

。

⑤
「
手

数
料

の
算

出
根

拠
」
欄

は
、

手
数

料
の

算
出

根
拠

と
な

っ
た

賃
金

、
割

合
等

を
わ

か
る

よ
う

に
記

載
す

る
こ

と
。

職
業
安
定
法
第

32
条
の

15
施
行
規
則
第

24
条
の

7、
職
業
紹
介
事
業
の
業
務
運
営
要
領
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様式例第３号－１ 【一般登録型】 

手 数 料 表 

（一般登録型の例示） 

 

サービスの種類及び内容 手数料の額及び負担者 

求人受理時の事務費用 

（※１） 

     円 

 手数料負担者は 求人者 とします。 

求人受理後、求人者に求職者を紹介

するサービス 

【職業紹介サービス】 

（※２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

求人の充足に向けた求人者に対す

る専門的な相談・助言サービス 

【職業紹介の付加サービス】 

（※３） 

＊上記職業紹介サービスに加えて、より

専門的な相談・助言の付加サービスを行

う場合 

成功報酬 

（期間の定めのない雇用契約の紹介の場合） 

当該求職者の就職後１年間に支払われる賃金（内

定書や労働条件通知書等に記載されている額）の 

     ％（または     円） 

 

（期間の定めのある雇用契約の紹介の場合） 

当該求職者の就職後、雇用契約期間中（雇用期間

が１年を超える場合は最大１年間分）に支払われ

る賃金（内定書や労働条件通知書等に記載されて

いる額）の 

     ％（または     円） 

 

 手数料負担者は 求人者 とします。 

 

 

成功報酬 

当該求職者の就職後１年間に支払われる賃金（内

定書や労働条件通知書等に記載されている額）の 

     ％（または     円） 

 

 手数料負担者は 求人者 とします。 

上記手数料には、消費税（※４）は含まれておりません。別途加算となります。 

 

          許可番号                           

          事業所の名称及び所在地                    
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※１：求人受理時の事務費用 

   求人を受け付ける際に、事務費として一定額を収受する場合には、この欄にその金額を記入しておく

必要があります。 

   なお、当該欄の手数料負担者は、通常「求人者」となります。 
 

 

※２：求人受理後、求人者に求職者を紹介するサービス 

   求人者にサービスの提供を行った際の成功報酬として一定額を収受する場合には、この欄にその金額

の限度額（割合【％】または定額【円】）を記入しておく必要があります。 

当該様式例では、雇用期間の定めのない労働契約と雇用期間の定めのある労働契約に分けて記載して

いますが、雇用期間の定めのない労働契約や１年間を超える有期労働契約を斡旋する場合などは、「内

定書、労働条件通知書等に記載された年収額の○○％（または○○円）」と記載することもできます。

このほか、１件あたりの定額手数料を記載する方法等ありますが、手数料に係る紛争防止の観点から、

わかりやすい手数料表の表記を心がけてください。 

   また、時間外労働を含めた月々の実支払賃金を元に手数料を収受しようとする場合は、「職業紹介が

成功した場合において、当該求職者の就職後１年間で支払われた賃金の○○％（または○○円）」とい

う記載で構いませんが、この場合は手数料の請求は賃金が確定してからとなりますので、ご留意くださ

い。 

   なお、当該欄の手数料負担者は、通常「求人者」となります。 
 

 

※３：求人の充足に向けた求人者に対する専門的な相談・助言サービス 

   通常の職業紹介サービスに加え、求人を容易に充足させるための専門的な相談や助言のサービスを求

人者に行い職業紹介が成功した際に、付加サービス分の成功報酬として一定額（加算分）を収受する場

合には、この欄にその加算分の金額の限度額（割合【％】または定額【円】）を記入しておく必要があ

ります。 

   ホワイトカラーの紹介の場合などでは、上記※２と付帯して行われる場合が多いため、当該欄を必ず

しも設ける必要はありません。 

   なお、当該欄の手数料負担者は、通常「求人者」となります。 

 

 

※４：消費税率の改正を考慮し、外税表記をお勧めします。 
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様式例第３号－２ 【サーチ／スカウト型】 

手 数 料 表 

（サーチ／スカウト型の例示） 

 

サービスの種類及び内容 手数料の額及び負担者 

求人受理時の事務費用 

（※１） 

     円 

 手数料負担者は 求人者 とします。 

特定の条件による特別の求職者の

開拓やそのための調査・探索 

（※２） 

着手金                 円（％） 

活動１日あたり             円（％） 

（または、活動１時間あたり       円（％）） 

成功報酬  

（期間の定めのない雇用契約の紹介の場合） 

当該求職者の就職後１年間に支払われる賃金（内

定書や労働条件通知書等に記載されている額）の 

     ％（または     円） 

 

（期間の定めのある雇用契約の紹介の場合） 

当該求職者の就職後、雇用契約期間中（雇用期間

が１年を超える場合は最大１年間分）に支払われ

る賃金（内定書や労働条件通知書等に記載されて

いる額）の 

     ％（または     円） 

  

手数料負担者は 求人者 とします。 

 

上記手数料には、消費税（※３）が含まれておりません。別途加算となります。 

 

          許可番号                           

          事業所の名称及び所在地                    
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※１：求人受理時の事務費用 

   求人を受け付ける際に、事務費として一定額を収受する場合には、この欄にその金額を記入しておく

必要があります。 

   なお、当該欄の手数料負担者は、通常「求人者」となります。 

 

 

※２：特定の条件による特別の求職者の開拓やそのための調査・探索 

 （１）「着手金」 

    「着手金」は、特定の条件に該当する求職者の開拓やそのための調査・探索を行うことに対して一

定額を収受する場合には、この欄にその金額の限度額（定額【円】または割合【％】）を記入してお

く必要があります。 

 （２）「活動一日あたり」 

    「活動一日あたり」は、いわゆる「タイムチャージ／その調査探索に従事した人材コンサルタント

の時間（所要日）数で手数料を請求する体系」の際に一定額を収受する場合には、この欄にその金額

の限度額（定額【円】または割合【％】）を記入しておく必要があります。なお、紛争等を避けるた

め「活動一日あたり」「活動一人あたり」「活動一時間あたり」と明確な内容の記載をお勧めします。 

（３）「成功報酬」 

「成功報酬」は、雇用期間の定めのない労働契約や１年を超える有期労働契約をあっせんする場合

などは、「内定書、労働条件通知書等に記載された年収額の○○％（または○○円）」と記載するこ

ともできます。  

また、このほか、１件あたりの定額手数料を記載する方法や上記と併記する方法ありますが、手数

料に係る紛争防止の観点から、わかりやすい手数料表の表記を心がけてください。 

    なお、当該欄の手数料負担者は、通常「求人者」となります。 

 

 

※３：消費税率の改正を考慮し、外税表記をお勧めします。 
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様式例第３号－３ 【再就職支援型】 

手 数 料 表 

（再就職支援型の例示） 

 

サービスの種類及び内容 手数料の額及び負担者 

就職を容易にするための求職者に

対する専門的な相談・助言 

（※１） 

着手金                 円（％） 

相談・助言終了時            円（％） 

成功報酬                円（％） 

 手数料負担者は 関係雇用主 とします。 

求人受理後、求人者に求職者を紹介

するサービス 

【職業紹介サービス】 

（※２） 

成功報酬 

（期間の定めのない雇用契約の紹介の場合） 

職業紹介が成功した場合において、当該求職者の

就職後１年間に支払われる賃金（内定書や労働条

件通知書等に記載されている額）の 

     ％（または     円） 

（期間の定めのある雇用契約の紹介の場合） 

職業紹介が成功した場合において、当該求職者の

就職後、雇用契約期間中（雇用期間が１年を超え

る場合は最大１年間分）に支払われる賃金（内定

書や労働条件通知書等に記載されている額）の 

     ％（または     円） 

  

手数料負担者は 求人者 とします。 

 

上記手数料には、消費税（※３）が含まれておりません。別途加算となります。 

 

          許可番号                           

          事業所の名称及び所在地                    
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※１：就職を容易にするための求職者に対する専門的な相談・助言 

 （１）「着手金」 

    「着手金」は、再就職支援の対象となる者を雇用中若しくは直前まで雇用していた雇用主（関係雇

用主）からの依頼を受け、サービス開始時に一定額を収受する場合には、この欄にその金額の限度額

（定額【円】または割合【％】）を記入しておく必要があります。 

 （２）「相談・助言終了時」 

    「相談・助言終了時」は、再就職支援の対象となる者に対して、再就職が容易にできるための専門

的な相談・助言を行った際に一定額を収受する場合には、この欄にその金額の限度額（定額【円】ま

たは割合【％】）を記入しておく必要があります。 

（３）「成功報酬」 

「成功報酬」は、再就職支援の対象となる者に再就職先を紹介して雇用契約が成立した場合に手数

料を収受する場合には、この欄にその金額の限度額（定額【円】または割合【％】）を記入しておく

必要があります。 

    なお、当該欄の手数料負担者は、通常「関係雇用主」となります。 

 

 

※２：求人受理後、求人者に求職者を紹介するサービス 

求人者にサービスの提供を行った際の成功報酬として一定額を収受する場合には、この欄にその金額

の限度額（定額【円】または割合【％】）を記入しておく必要があります。 

当該様式例では、雇用期間の定めのない労働契約と雇用期間の定めのある労働契約に分けて記載して

いますが、雇用期間の定めのない労働契約や１年間を超える有期労働契約を斡旋する場合などは、「内

定書、労働条件通知書等に記載された年収額の○○％（または○○円）」と記載することもできます。

このほか、１件あたりの定額手数料を記載する方法等ありますが、手数料に係る紛争防止の観点から、

わかりやすい手数料表の表記を心がけてください。 

また、時間外労働を含めた月々の実支払賃金を元に手数料を収受しようとする場合は、「職業紹介が

成功した場合において、当該求職者の就職後１年間で支払われた賃金の○○％（または○○円）」とい

う記載で構いませんが、この場合は手数料の請求は賃金が確定してからとなりますので、ご留意くださ

い。 

   なお、当該欄の手数料負担者は、通常「求人者」となります。 

 

 

※３：消費税率の改正を考慮し、外税表記をお勧めします。 
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様式例 
業務の運営に関する規程 

 
事業所名           

 
第 1 求  人 
 １ 本所は、（取扱職種の範囲等）に関する限り、いかなる求人の申込みについてもこれ

を受理します。 
   ただし、その申込みの内容が法令に違反したり、賃金、労働時間等の労働条件が通常

の労働条件と比べて著しく不適当である場合、一定の労働関係法令（労働基準法及び職
業安定法等）違反の恐れのある場合及び暴力団員などによる求人である場合には、受理
しません。 

 ２ 求人の申込みは、求人者又はその代理人が直接来所されて、所定の求人票により、お
申込みください。直接来所できないときは、郵便、電話、ファクシミリ又は電子メール
でも差し支えありません。 

 ３ 求人申込みの際には、業務内容、賃金、労働時間、その他の雇用条件をあらかじめ書
面の交付、ファクシミリの利用又は電子メール等により明示してください。ただし、紹
介の実施について緊急の必要があるためあらかじめ書面の交付、ファクシミリの利用
又は電子メール等による明示ができないときは、当該明示すべき事項をあらかじめこ
れらの方法以外の方法により明示してください。 

 ４ 求人受付の際には、受付手数料を、別表の料金表に基づき申し受けます。いったん申
し受けました手数料は、紹介の成否にかかわらずお返し致しません。 

 
第２ 求  職 
 １ 本所は、（取扱職種の範囲等）に関する限り、いかなる求職の申込みについてもこれ

を受理します。 
   ただし、その申込みの内容が法令に違反する場合には受理しません。 
 ２ 求職申込みは、本人が直接来所されて、所定の求職票によりお申込みください。 
 ３ 常に、日雇的又は臨時的な労働に従事することを希望される方は、本所に特別の登録

をしておき、別に定める登録証の提示によって、求職申し込みの手続きを省略致します。 
 ４ （取扱職種の範囲等が、芸能家、家政婦（夫）、配ぜん人、調理士、モデル又はマネ

キンの場合）求職受付の際には、受付手数料を、別表の料金表に基づき申し受けます。
いったん申し受けました手数料は、紹介の成否にかかわらずお返し致しません。 
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第３ 紹  介 
 １ 求職の方には、職業安定法第２条にも規定される職業選択の自由の趣旨を踏まえ、そ

のご希望と能力に応ずる職業に速やかに就くことができるよう極力お世話致します。 
 ２ 求人の方には、そのご希望に適合する求職者を極力お世話致します。 
 ３ 紹介に際しては、求職の方に、紹介において従事することとなる業務の内容、賃金、

労働時間その他の雇用条件をあらかじめ書面の交付又は希望される場合にはファクシ
ミリの利用若しくは電子メール等により明示します。ただし、紹介の実施について緊急
の必要があるためあらかじめ書面の交付、ファクシミリの利用は電子メール等による
明示ができないときは、あらかじめそれらの方法以外の方法により明示を行います。 

 ４ 求職の方を求人者に紹介する場合には、紹介状を発行しますから、その紹介状を持参
して求人者へ行っていただきます。 

 ５ いったん求人、求職の申し込みを受けた以上、責任をもって紹介の労をとります。 
 ６ 本所は、労働争議に対する中立の立場をとるため、同盟罷業または作業閉鎖の行われ

ている間は求人者に、紹介を致しません。 
 ７ 就職が決定しましたら求人された方から別表の手数料表に基づき、紹介手数料を申

し受けます。 
 
第４ そ の 他 
 １ 本所は、職業安定機関及びその他の職業紹介事業者等と連携を図りつつ、当該事業に

係る求職者等からの苦情があった場合は、迅速、適切に対応いたします。 
 ２ 本所の行った職業紹介の結果については、求人者、求職者両方から本所に対してその

報告をしてください。 
   また、本所の職業紹介により期間の定めのない労働契約を締結した求職者が就職か

ら６か月以内に離職（解雇された場合を除く。）したか否かについて、求人者から本所
に対して報告してください。 

 ３ 本所は、求職者又は求人者から知り得た個人的な情報は個人情報適正管理規程に基
づき、適正に取り扱います。 

 ４ 本所が職業安定法に基づく業務に関して広告等により求人等に関する情報を提供す
るときは、当該情報について虚偽の表示または誤解を生じさせる表示を行いません。ま
た、当該情報について正確かつ最新の内容に保つため、求人者、求職者等から当該情報
について提供の中止や内容の訂正の依頼があった場合や、本所が当該情報が正確、最新
でないことを確認した場合は、遅滞なく対応するとともに、求人者又は求職者に対して
定期的に当該情報が最新かどうか確認する又は当該情報の時点を明らかにする措置を
講じます。 

 ５ 本所は、求職者又は求人者に対し、その申込みの受理、面接、指導、紹介等の業務に
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ついて、人種、国籍、信条、性別、社会的身分、門地、従前の職業、労働組合の組合員
であること等を理由として差別的な取扱いは一切致しません。 

 ６ 本所の取扱職種の範囲は、                 です。 
 
 ７ 本所の業務の運営に関する規定は、以上のとおりでありますが、本所の業務は、すべ

て職業安定法関係法令及び通達に基づいて運営されますので、ご不審の点は係員に詳
しくおたずねください。 

 
              年   月   日 
                             代表者 
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個人情報適正管理規程 
 
 
１ 個人情報を取り扱う事業所内の職員の範囲は、△△課及び◇◇課の職員とする。

個人情報取扱責任者は○○○○○とすることとする。 
 
２ 職業紹介責任者は、個人情報を取り扱う１に記載する事業所内の職員に対し、個

人情報の取扱いに関する教育・指導を年１回実施することとする。また、職業紹介

責任者は少なくとも５年に１回は職業紹介責任者講習会を受講するものとする。 
 
３ 取扱者は、個人の情報に関して、当該情報に係る本人から情報の開示請求があっ

た場合は、その請求に基づき本人が有する資格や職業経験等客観的事実に基づく情

報の開示を遅滞なく行うものとする。更にこれに基づき訂正(削除を含む。以下同じ。)
の請求があった場合は、当該請求が客観的事実に合致するときは、遅滞なく訂正を

行うこととする。 
また、個人情報の開示又は訂正に係る取扱いについて、職業紹介責任者は求職者等

への周知に努めることとする。 
 

４ 求職者等の個人情報に関して、当該情報に係る本人からの苦情の申出があった場

合については、苦情処理担当者は誠意を持って適切な処理をすることとする。 
  なお、個人情報の取扱いに係る苦情処理担当者は、職業紹介責任者○○○○○○

とする。 
 
 

令和◇年□月□日 

 

事業所名称  ○○○○○○○○○○ 

事業所所在地 ○○県○○○○○○○○○○ 
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＜岡山労働局HPより、職業紹介事業関係参考書式をダウンロードする方法＞

②岡山労働局ホームページより、派遣・パート・有期労働をクリック

②「有料・無料職業紹介事業のご案内（岡山労働局HP）」をクリック

③画面を下へスクロールし、「岡山労働局資料」に参考書式例一式、
 各種参考様式が掲載されています。

職業紹介事業関係参考
書式例集のPDFを表示

各種個別帳票ダウン
ロード画面を表示
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